
産業構造変化，規模の変化などの概観＊１

永濱 利廣＊２

要 約
日本の産業構造変化の特徴としては，SNA統計における産業別 GDPの構成比変化など

でしばしば指摘されるものの，産業構造と並んで重要な規模構造の変化に関しては，未だ

定説はない。本稿では，主に法人企業統計における業種別規模別の付加価値構成比の変化

を概観し，戦後の日本の産業構造，規模構造変化の特徴がどのような点に見られるかを明

らかにする。

法人企業統計の付加価値額における産業構造変化と SNA統計の名目 GDP（除く金融機

関）における産業構造変化を比較すると，法人企業統計では，個人企業の比率が高い第一

次産業の大部分が含まれないため，SNA統計のような高度成長期における第一次産業か

ら第二次産業へのシフトが確認できず，一貫して第二次産業の縮小と第三次産業の拡大を

中心とした産業構造変化が見られる。

業種別の付加価値構成比変化の合計を産業構造の変化幅とし，６０年度以降５年毎に推移

を見ると，変化幅が最大であったのは第一次オイルショックのあった７０年代前半，次に変

化幅が大きかったのはプラザ合意以降の８０年代後半である。産業構造の変化が大きい年代

はいずれも大きな外的ショックを経験しており，貿易財産業である製造業が著しく付加価

値構成比を低下させるといった特徴が見られる。

中小企業の付加価値構成比変化を見ると，６０年代前半に二重構造の影響等から縮小した

後，７０年代前半までは二重構造の解消や下請分業構造の発展等から拡大したものと解釈す

ることができる。しかし，７０年代後半以降は，大企業の効率化のしわ寄せを受ける等して

厳しい経営環境に陥ったことから構成比は縮小傾向に転じ，９０年代以降はバブル崩壊によ

る負の遺産の影響を大きく受ける形で，建設業や流通業を中心に構成比の縮小傾向には拍

車がかかったものと解釈できる。

産業別規模別の付加価値構成比変化における中小企業の寄与率を求めると，中小企業全

体の付加価値構成比が縮小傾向に転じた７０年代後半以降の寄与率は拡大傾向にあることが

分かる。特に９０年代以降における産業別規模別付加価値構成比変化のうち４分の３以上が，

非製造業を主因とした中小企業の産業間における付加価値構成比変化により起こされたと

解釈できる。

成長会計により，産業別の付加価値成長率を６０年度以降１０年毎に各成長要因に分解し，

最終的に付加価値構成比変化幅と各成長要因寄与度の相関関係を全産業と製造業について

見てみると，資本，労働投入といった生産要素要因は全産業，製造業とも全年代を通じて

＊１ 本章を作成するにあたっては，「法人企業統計から見た日本の企業行動研究会」のメンバー，また�
第一生命経済研究所経済調査部のメンバーから有益な示唆をいただいたことを感謝します。
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Ⅰ．はじめに

戦後の日本経済を振り返ってみると，６０年代

における高度成長，石油危機後の安定成長，８０

年代後半におけるバブルの発生，バブル崩壊後

の深刻な景気低迷，とめまぐるしい変化を遂げ

てきたことがわかる。それとともに産業構造も

大きく変わっていった。本稿では，まず戦後の

我が国における産業構造や規模構造の変遷を法

人企業統計から振り返り，その特徴を明らかに

する。その上で，産業構造や規模構造の変化が

どのような要因によってもたらされたのか，そ

の背景のメカニズムを解明していきたい。

Ⅱ．産業構造の変化とその特徴

Ⅱ－１．SNA統計との比較 日本の産業構造の変化といえば，SNA統計

ほぼ正の相関が確認される。しかし，TFP（全要素生産性）は８０年代以降の全産業で負の

相関が見られる一方で製造業では正の相関が見られ，価格は全年代の全産業で正の相関が

見られる一方で製造業では負の相関が見られた。こうしたことから，貿易財産業である製

造業の構造変化では，生産性の高い産業が拡大する比較優位の原則が働いている一方で，

非貿易財産業である非製造業の構造変化では，低い価格弾力性や支出構造の変化，参入規

制等により生産性の低い産業が拡大するボーモルの命題が働いていることが示唆される。

産業毎の付加価値構成比変化幅を成長会計の各成長要因に按分し，産業構造変化におけ

る各成長要因の寄与率を求めると，６０，７０年代は先進国へのキャッチアップ過程にあった

ことから TFPや価格といった要因が，８０年代は経済が成熟期を迎えたため資本投入や労

働投入といった生産要素の要因が，９０年代は長期の景気低迷や IT化の進展等により産業

間の好不況が明確化したため TFPや価格といった要因が，それぞれの時期の産業構造変

化に大きな影響を及ぼしたことがわかる。

労働生産性の産業間のばらつきを変動係数で確認すると，８５年度以降は全産業，製造業

とも趨勢的に拡大傾向にある。この背景としては，比較優位産業が日本経済を力強くけん

引することで対外キャッチアップを実現してきた裏で，比較劣位産業は厳しい産業調整圧

力にさらされ，非貿易財産業は様々な参入規制等により十分な競争が行われなかったこと

が指摘できる。こうした労働生産性格差の拡大は，円高や内外価格差問題の一因になった

ことが示唆される。

規模構造の変化について，成長会計における各成長要因によりもたらされた寄与率を求

めると，二重構造の解消や下請分業構造の進展で中小企業の付加価値構成比が拡大傾向に

あった６０，７０年代は大企業への規模間キャッチアップによる TFPの影響が最も大きく，

経営環境の激化等により中小企業の付加価値構成比が縮小傾向に転じた８０年代以降は資本

や労働といった生産要素要因の影響が大きいことが分かる。

産業構造変化，規模の変化などの概観
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の国内総生産における産業別構成比の変化で見

るのが一般的である。これによれば，戦後５０年

足らずの短い期間を対象としても，日本では第

一次産業から第二次産業へ，さらに第三次産業１）

という移行パターン，すなわちペティ・クラー

クの法則２）が観察されることが知られている（図

１）。

そこで，法人企業統計においても同様に付加

価値額を用いて，産業別の構成比変化を見てみ

た。尚，法人企業統計には金融保険業が含まれ

ないので，SNA統計においても金融保険業を

除いた構成比の変化を算出し，法人企業統計に

おける産業構造の変化と比較した（図２）。す

ると，首尾一貫して，法人企業統計の方が農林

水産業，不動産業，サービス業の構成比が低く

なる一方で，それ以外の業種の構成比が高くな

る傾向がみられた。この原因としては次の二点

が指摘できよう。

まず一点目は，法人企業統計には個人企業が

含まれていないため，個人企業の比率が高いと

思われる農林水産業とサービス業の付加価値構

成比が低めに出ているものと思われる。特に，

個人企業も含めた SNA統計では６０年に名目付

加価値ベースで１５％近くあった農林水産業が法

人企業統計では１％にしか満たず，結果として，

本来，高度成長期に見られたはずの第一次産業

から第二次産業の産業構造のシフトが法人企業

統計では確認できないこととなっている。

１）イギリスの経済学者であるコーリン・クラークが提唱した産業の分類方法。第一次産業には，農林水産業
が，第二次産業には，鉱業，建設業，製造業が，第三次産業には，電気・ガス・水道業，運輸・通信業，流
通業，金融保険業，不動産業，サービス業が含まれる。

２）コーリン・クラークが，経済が発展するにつれて産業間の所得格差が原因となって，第一次産業から第二
次産業へ，更に第三次産業へと労働力移動していくことを国際間の比較分析によって実証的に明らかにした
法則。

図１ 名目GDPにおける産業別の構成比変化（除く金融保険業）

（資料） 内閣府「国民経済計算」
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第二点目は，SNA統計では，持ち家の家計

が自らに対して家賃（帰属家賃）を支払い，あ

たかも不動産業を営んでいるかのように帰属計

算を行っているため，法人企業統計における不

動産業の付加価値構成比は SNA統計よりも低

くなっているようだ。したがって，本来の不動

産業の付加価値構成比という意味からすれば，

帰属家賃を含む SNA統計よりも，法人企業統

計の方が近いものと思われる。

以上より，法人企業統計における産業構造が

SNA統計と異なる点をまとめれば，付加価値

構成比の水準では個人企業も含んだ SNA統計

よりも第一次産業の方が低く，製造業を中心と

した第二次産業の方が高い。また付加価値構成

比の変化の方向で見れば，SNA統計では見ら

れる６０年代の第二次産業の拡大が確認できず，

６０年度以降一貫して第一次産業と第二次産業が

縮小する一方で，サービス業を中心とした第三

次産業が拡大するという構図になっていること

であろう。

Ⅱ－２．年代毎に見た産業構造変化の特徴

続いて，産業構造変化の特徴を年代毎に見て

いきたい。そこで，６０年度以降５年毎に産業別

の付加価値額構成比変化幅を算出し，それを棒

グラフ上に積み上げて特徴を確認した（図３）。

これによれば，高度成長期の６０年代から７０年代

前半にかけて変化幅は緩やかに拡大した後，７０

年代後半から８０年代前半の安定成長期に急激に

縮小していることがわかる。その後は，バブル

期の８０年代後半に再度急激に拡大した後，足元

まで緩やかに縮小してきている。こうした中で，

変化幅が最も大きかったのは７０年代前半の

１５．４％である。次に変化幅が大きかったのは６０

年代と８０年代後半であり，いずれも１０％を超え

ている。こうした年代に共通した背景としては，

何れの年代も歴史的な外的ショックが存在した

ことが指摘できる。具体的には，６０年代は貿易

・資本自由化，７０年代前半は第一次オイルショ

ック，８０年代後半はプラザ合意である。こうし

たことから，付加価値構成比の変化幅が大きか

図２ 法人企業統計における付加価値構成比の変化

（資料） 財務省「法人企業統計」
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った時期はいずれも外的ショックの影響を受け

やすい貿易財産業である製造業が著しく構成比

を低下させているようだ。

製造業はこうした時期以外でも，サービス経

済化や後発国の追い上げ等の構造要因から一貫

して付加価値構成比は縮小傾向にあった。しか

し，９０年代後半になると製造業の構成比低下は

見られなくなった。この理由としては，製造業

は世界的な IT（情報技術）の生産拠点として IT

分野が拡大した一方で，相対的に非製造業が地

盤沈下したことが考えられる。この時期の IT

産業は，技術革新や競争激化等で価格の下落も

一番大きかったが，輸出増など市場の拡大の追

い風を受けて付加価値額を大きく伸ばした。こ

の背景としては，生産プロセスの中に広く情報

技術が浸透したこと等により企業の情報化投資

が急伸したことや，個人でもパソコン・携帯電

話需要が膨らんだことが，産業構造上での IT

分野の勢力拡大に結びついたことが指摘できよ

う。こうした傾向は今後も期待されることから，

ITの波は今後の産業構造変化にも影響を及ぼ

す可能性が高いと思われる。

製造業に続いて付加価値構成比変化を大きく

演出してきた産業としては，サービス業の存在

が挙げられる。付加価値構成比の変化幅を見る

と，サービス業は終始一貫してプラスに寄与し

ているだけでなく，その変化幅も拡大している

ことが確認できる。尚，法人企業統計における

サービス業は，①事業所サービス業，②旅館・

その他の宿泊所，③個人サービス業，④映画娯

楽業，⑤放送業，⑥その他サービス業３）の６業

種に分けることができる。そこで，サービス業

内での付加価値構成比変化（７５年度以降）を確

認してみた。すると，７５年から９０年代前半にか

けては一貫して事業所サービス業の構成比拡大

が圧倒的であったことがわかる（図４）。この

３）①事業所サービス業…物品賃貸業，情報サービス・調査業，広告業，その他の事業所サービス業，③個人
サービス業…洗濯・理容・浴場業，駐車場業，その他の生活関連サービス業，自動車賃貸業，④映画娯楽業
…娯楽業，映画・ビデオ制作業，⑥その他サービス業…自動車整備業，機械・家具等修理業，専門サービス
業，廃棄物処理業，医療業，保健衛生，社会保障・社会福祉，教育，学術研究機関，その他のサービス業

図３ 付加価値構成比の変化幅の推移（５年間隔）

（資料） 財務省「法人企業統計」
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背景としては，企業のサービス部門の拡大やア

ウトソーシング（業務の外注）化等が指摘でき

よう。経済構造の高度化や情報化の進展に対し

て，業務の効率化や専門性を図るために社外資

源を有効に活用する動きが高まったため，この

ような企業の需要に応えるべく，労働力，企業

設備，専門知識を提供し，企業活動を積極的に

サポートしていく事業所サービス業が拡大した

ようだ。一般的なサービス経済化の理由として

は，家計における支出構造のサービス化がよく

指摘されるが，７５年度以降はむしろこうした事

業所サービス業の貢献が大きかったと言えよう。

しかし，９０年代後半になると，事業所サービス

業の付加価値構成比は縮小した。これは，事業

所サービス業の成長を上回る形でその他サービ

ス業が構成比を拡大させたためである。その他

サービス業の急成長の原因を探るため生産統計

等を詳細にみると，教育・研究や医療保険・社

会保障関係の急伸が影響していることがわかる。

我が国では高齢化が急速に進展しており，介護

や支援を必要とする高齢者は，今後大幅に増大

すると見込まれる。このため，今後高齢化に伴

う医療や介護の需要はますます高まり，こうし

た分野の付加価値構成比は更なる拡大が予想さ

れよう。

戦後の産業構造の変化を概観する上では，流

通業（＝卸売業＋小売業）の動向も見逃せない。

流通業は６０年代後半から７０年代前半にかけての

付加価値構成比拡大と９０年代後半の付加価値構

成比縮小が目立つ。６０年代後半から７０年代前半

にかけての構成比拡大は，高度成長期真っ只中

の大量消費時代を反映しているものと思われる。

この時期は，「新三種の神器４）」や「モータリゼ

ーション」といった言葉が示す消費革命に加え，

スーパーマーケットの急成長という流通機構の

変化も見受けられ，流通業の構成比拡大に大き

く貢献したようだ。一方，９０年代後半の構成比

縮小については，消費の低迷や産業界に広がっ

たコスト削減の動きを反映したものと思われる。

この時期は，消費者が厳しい雇用・所得環境の

中で低価格志向を強めたこと等から小売業界の

値下げ競争が激化した。また，卸売業について

図４ サービス業内での付加価値構成比変化

（資料） 財務省「法人企業統計」
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も企業の経費削減の対象として物流コストが削

り込まれ，取引マージンの一部を失ったものと

思われる。こうした状況は現在も続いているこ

とから，流通業のようなマージン産業が厳しい

経営環境におかれていることが窺えよう。

さらに，日本の産業構造変化を概観する上で

は，建設業の変化も重要である。建設業の付加

価値構成比変化が目立った時期としては，６０年

代から７０年代前半にかけての構成比拡大，８０年

代後半から９０年代前半にかけての構成比拡大，

９０年代後半の構成比縮小が指摘できる。６０年代

から７０年代前半の構成比拡大は，高度成長期に

おける旺盛な建設投資の動きを反映したものと

思われる。この時期は，設備投資が設備投資を

呼ぶという好循環が働いたため，建設業は建設

投資の増加等により高度成長の恩恵を相対的に

多く受けたようだ。８０年代後半から９０年代前半

にかけての構成比拡大については，前半と後半

で要因に大きな違いが見られる。まず，８０年代

後半については，バブル経済による資産価格の

高騰が民間需要主導で過剰な建設投資を生み出

したことが構成比拡大に大きく影響したものと

思われる。一方，９０年代前半についてはバブル

崩壊後の景気低迷により民間需要の建設投資は

縮小傾向にあったものの，この時期には度重な

る景気対策により公共投資が積み増されたため，

公的需要が建設業を下支えしたものと思われる

（尚，バブルの影響を最も大きく受けたもう一

つの産業として不動産業があるが，同時期の不

動産業の付加価値構成比を見れば，確かに８０年

代後半には構成比を大きく拡大したものの，バ

ブル崩壊後の９０年代前半には反対に大きく構成

比を縮小させた）。したがって，９０年代後半の

建設業の構成比縮小については，こうした公的

需要効果の剥落が大きく影響しているようだ。

すなわち，９０年代後半は引き続き景気低迷で民

間建設や住宅投資が抑制される中で経済対策は

打たれたものの，地方の財源不足などにより公

共投資が低迷したこと等を受けて，建設業は構

成比の縮小を余儀なくされたようだ。

このように，法人企業統計によれば，製造業，

サービス業，流通業，建設業の４業種の激しい

付加価値構成比の変化により戦後の産業構造の

変化を概観することができる。

Ⅱ－３．年代毎に見た製造業構造変化の特徴

ここでは，戦後の産業構造の変化に最も大き

な影響を及ぼした製造業の構造変化について概

観していきたい。製造業の詳細についても，法

人企業統計の産業別付加価値額の構成比をもと

に産業構造変化を概観した。尚，全産業では５

年毎に計測した付加価値構成比変化については，

製造業では業種が多く特徴がつかみ難いことか

ら１０年毎の計測とした。

付加価値構成比変化の大まかな特徴としては，

労働集約型である繊維や素材型である鉄鋼の構

成比縮小と，加工型である電気機械や輸送機械５）

の構成比拡大を指摘できる（図５）。また，年

代毎の付加価値構成比の変化幅を見ると，６０年

代の１６％台から７０年代に１３％台に縮小して以降

は安定的に推移していることがわかる（図６）。

次に，年代別に付加価値構成比変化の詳細を

見てみよう。まず６０年代の特徴としては，金属

製品，一般機械，電気機械等のいわゆる機械工

業が構成比を拡大させたことが挙げられる。こ

の背景としては，高度成長期における積極的な

設備投資や，技術面での先進国へのキャッチア

ップ（以下，対外キャッチアップ）等により機

械工業の比較優位性が高まり，輸出が伸長した

ことが指摘できる。一方，付加価値構成比を下

４）１９６６年からのいざなぎ景気の中で展開した消費ブームの時期の消費の中心は，カラーテレビ・乗用車・ク
ーラーといった高価格の耐久消費財であり，当時，新三種の神器，あるいは頭文字を取って３Cとも呼ばれ
た。

５）労働集約型…食料品，繊維，その他製造業 素材型…化学，石油・石炭製品，一次金属（鉄鋼＋非鉄金属），
金属製品，紙・パルプ，窯業・土石 加工型…一般機械，電気機械，輸送機械，精密機械と製造業を分類し
た。

産業構造変化，規模の変化などの概観
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図５ 製造業の付加価値構成比の推移

（資料） 財務省「法人企業統計」

図６ 製造業における付加価値構成比変化幅の推移（１０年間隔）

（資料） 財務省「法人企業統計」
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げたのは，食料品や繊維などの労働集約型と一

次金属等の素材型である。こちらは，東アジア

諸国等の追い上げなどにより比較劣位性がはっ

きりしたことが付加価値のウエイトの低下につ

ながった。このように，法人企業統計は６０年代

の製造業が機械工業化へ進展したことを如実に

表している。

７０年代といえば，２度のオイルショックを経

験する中で，製造業は全産業の中で大きく構成

比を縮小させた時期である。この時期の付加価

値構成比変化を見ると，鉄鋼，化学等の重工業

素材型と，繊維等の労働集約型の構成比縮小が

目立つ一方で，それ以外の業種が相対的に構成

比を上昇させている。これは，オイルショック

の影響を大きく受けたものと判断される。とい

うのも，第一にオイルショック当時は，原油価

格の高騰を通じてエネルギー価格が上昇したた

め，エネルギー多消費型産業である鉄鋼や化学

等の利益をより圧縮したからである。また，当

時はエネルギー価格の上昇に加え，賃金も上昇

したことから企業の収益環境も悪化したが，こ

うした賃金上昇の悪影響は，当時労働分配率の

高かった繊維等において特に大きかった。この

ため，エネルギーコストや労働分配率の高い産

業が構成比を縮小させる一方で，比較的省エネ

ルギーで資本分配率の高い電気機械や輸送機械

等の重工業加工型が相対的に伸長したようだ。

８０年代もプラザ合意といった外的ショックに

より，全体として製造業が大きく構成比を縮小

させた時期である。この時期の製造業の構造変

化を見ると，電気機械と輸送機械といった特定

業種が構成比を拡大する中で，それ以外の製造

業は軒並み構成比を低下させたことがわかる。

この背景としては，プラザ合意による円高の進

展が影響しているようだ。円高は，国内製品の

輸出競争力を低下させること等から，それまで

食料品や繊維等の労働集約型で顕著であったア

ジア地域の追い上げが，この時期には鉄鋼，化

学や一般機械といった重工業分野にも明確に及

んだ。こうした中でも，電気機械や輸送機械で

は，高付加価値製品へのシフトが進んだため，

円高のマイナスインパクトを相殺するに余りあ

る輸出競争力を発揮したものと思われる。この

ため，こうした特定業種が圧倒的な付加価値構

成比拡大を実現させたわけである。このように，

プラザ合意を契機に高付加価値化へのシフトが

進展し，電気機械や輸送機械といった重工業加

工型が日本のリーディング産業となったことも，

法人企業統計から確認することができる。

こうした高付加価値化の進展は９０年代も続い

たため，電気機械や輸送機械は引き続き安定し

て付加価値構成比を拡大させた。加えて，９０年

代に新たに見受けられた特徴としては，食料品

や化学といった業種の付加価値構成比が拡大し

たことが指摘できる。これは，バブル崩壊以降

の深刻な景気低迷が影響しているといえる。食

料品，化学といえば，製造業の中では比較的景

気に感応的でない業種であることから，景気低

迷の時期では相対的に付加価値構成比を拡大し

やすい特徴があるためである。更に化学につい

ては，９０年代を通じて特に医薬品部門でいわゆ

るバイオテクノロジーと称される高付加価値製

品の開発が盛んであったという産業個別の要因

も指摘できる。

以上から，戦後の製造業はサービス経済化の

進展等により付加価値構成比を縮小させる中で

も，外的ショック等に対応を迫られる形で激し

い産業構造の変化を経験してきたことが法人企

業統計から読み取れよう。

産業構造変化，規模の変化などの概観
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Ⅲ．規模構造の変化とその特徴

Ⅲ－１．中小企業が産業別規模別の構造変化に

及ぼした影響

法人企業統計が他の統計に秀でた一つの大き

な点といえば，資本金の規模で分類した企業規

模別の計数が取れることである。そこで本節で

は，法人企業における規模構造の変化について

概観してみたい。尚，法人企業統計を用いて規

模別の分析を行う際は，一般的に，大企業（資

本金１０億円以上），中堅企業（同１億円以上～

１０億円未満），中小企業（同１億円未満）の３

規模に分割されるため，本節もこれに準じて分

析を行う。

法人企業統計を用いて，規模別の付加価値構

成比を見てみると，大企業は３０％前後，中堅企

業は１５％前後，中小企業は５５％前後で長期的に

推移しており，あまり大きな変化がないことが

わかる。特に中小企業の構成比は，７０年代後半

以降はやや低下傾向にあるものの，依然５０％を

大きく上回っており，経済全体にとって中小企

業の活動が重要であることが窺えよう。しかし，

中小企業の付加価値構成比を業種別に見ると，

水準も変化も業種によってまちまちであること

がわかる（図７）。特に中小企業の構成比が高

い産業としては，農林水産業，建設業，流通業，

不動産業，サービス業が挙げられる。

次に，中小企業の付加価値構成比変化がどう

いった業種によりもたらされたのかを確認すべ

く，業種別の寄与度で分解してみた。具体的に

は，第 i 業 j 規模の付加価値構成比変化（５年

毎）を Sij とし，このうち中小企業に限定した

図７ 業種別における中小企業の付加価値構成比の推移

（資料） 財務省「法人企業統計」
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Sij を，中小企業の付加価値構成比変化におけ

る業種別寄与度とした。したがって，中小 i 産

業の付加価値構成比変化を合計したものが，中

小企業全体の付加価値構成比変化となる，すな

わち!
i

Sij＝Sj （１）

但し，i＝農林水産業，鉱業，製造業，建設

業，電気・ガス・水道業，卸売・

小売業，運輸・通信業，サービス

業の９業種

j＝大，中堅，中小の３規模

の式が成り立つ。

こうして業種別寄与度に分解した中小企業の

付加価値構成比変化を年代毎に見てみると，中

小企業は６０年代前半に製造業を中心に構成比を

低下させた後，７０年代前半まで非製造業を中心

に急激に構成比を拡大させていることが分かる。

その後，７０年代後半以降は製造業や流通業主導

で構成比を縮小させたものの，９０年代前半には

建設業を主導に一時的に構成比を拡大させ，９０

年代後半はその建設業と流通業を中心に構成比

を大幅に縮小させている（図８）。

そこで，年代毎に詳細を見てみよう。まず，

６０年代前半において製造業を中心に付加価値構

成比が低下した背景としては，いわゆる「二重

構造」が指摘できる。「二重構造」とは，一般

的に，戦後の経済復興の過程で中小企業と大企

業との生産性や賃金，技術，資金調達面等の格

差が拡大・顕在化することである。こうした「二

重構造」の原因としては，５０年代後半の高度成

長期初期頃に，第一次産業から第二次産業への

人的資源の移動が発生し，農村部から都市部へ

の大幅な人口の移動が起こったことから，都市

における労働力が過剰となり，中小企業に低賃

金の労働者の存在をもたらしたことが指摘され

ている。こうした中，大企業が高度成長の中で

資本集約度を高めて成長を牽引した一方で，中

小企業は安い労働力を大量に利用し，より労働

集約的な分野へ進出していったため，６０年代前

半は大企業と中小企業の一人当たり付加価値額

の格差が拡大し，製造業等の第二次産業を中心

に中小企業の付加価値構成比は縮小を余儀なく

されたようだ。

しかし，「二重構造」は高度成長により経済

が拡大する中で労働力不足が生じ，大企業と中

小企業の賃金格差が縮小に向かったこと等から

図８ 中小企業の付加価値構成比変化幅における業種別寄与度分解

（資料） 財務省「法人企業統計」
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６０年代後半以降解消に向かった。こうした動き

が，６０年代後半から７０年代前半にかけての中小

企業の付加価値構成比拡大に大きく貢献した。

この時期の構成比拡大に寄与した業種を見ると，

流通業やサービス業が挙げられる。この時期は，

消費の多様化やスーパーマーケットの急成長に

よりサービス業や流通業の構成比拡大が見られ

たが，特に中小のサービス業や流通業の構成比

が大幅に拡大していることからすれば，こうし

た追い風は，特に中小企業に強く吹いたものと

判断される。更にこの時期の製造業は，オイル

ショックでエネルギー多消費産業の重工業素材

型が大きな打撃を受ける一方で，加工型は比較

的影響が軽微だった。このため，規模別で見れ

ば，重工業素材型の比率が高い大企業が規模を

縮小させる一方，加工型では中小企業を取り込

んだ「下請分業構造」が進展したことにより，

中小製造業が付加価値構成比を拡大させたこと

も指摘できる。「下請分業構造」が進展した背

景としては，高度成長期には生産技術等の高度

化や専門化が進み，技術面で信頼できる下請企

業の必要性が高まったほか，技術進歩や需要の

多様化が，製品種類や部品数の増加，製品工程

の複雑化などをもたらしたことが指摘されてい

る。こうした諸要因により，高度成長期は戦後

の日本で中小企業の付加価値構成比が最も高ま

った時期であった。

しかし，７０年代後半から８０年代後半にかけて，

中小企業は製造業や流通業を中心に一転して付

加価値構成比を落とすこととなった。この背景

としては，大企業の系列外取引の拡大，製品種

類の絞り込み，部品の共通化等の動きを通じた

下請取引の選別や流通構造の見直しなどが進行

したことにより，大企業からのしわ寄せを受け

る形で中小企業の経営環境が悪化したことが指

摘できる。この時期は，石油危機，円高，通商

問題などの外的変動に加えて，情報化，エレク

トロニクス化，国民の価値観やニーズの多様化，

環境問題の重要性の拡大等，企業の経営環境に

多面的かつ複雑な変化が生じた。このため，高

度成長期のような量的な拡充だけでなく，技術

面，人材面，情報面等の質的な拡充が企業経営

にとって重要な要因となった。こうした環境変

化への対応は，中小企業の付加価値構成比縮小

に大きく影響したものと考えられる。

こうした動きはバブル崩壊以降も続き，９０年

代以降も製造業や流通業は中小企業の付加価値

構成比を縮小させる要因として働いた。しかし，

９０年代前半においては中小サービス業と建設業

の付加価値構成比拡大がそうしたマイナス要因

を相殺し，中小企業全体での付加価値構成比は

上昇した。サービス業については，サービス経

済化が進展する中で，企業規模を問わず終始一

貫して構成比拡大方向に寄与しているが，建設

業は大企業内では構成比縮小方向に寄与してい

る一方で中小企業内では大きく構成比拡大方向

に寄与している（図９）。この時期には，バブ

ル崩壊後の景気低迷に伴う公共投資の積み増し

が行われていたことからすれば，こうした公共

投資の積み増しは特に中小建設業の経営環境を

大きく下支えしたものと判断される。

しかし，９０年代後半には，逆に建設業が公共

投資や住宅投資の低迷を受けて中小企業の付加

価値構成比を大きく低下させる要因として働い

た。また，深刻な景気低迷を受けて大企業のリ

ストラの動きに更に拍車がかかったことから，

マージン産業である流通業も中小企業全体の付

加価値構成比の低下要因として大きく働いた。

この時期の中小企業低迷の要因としては，中小

企業は資金調達における借入比率が高いことや，

下方硬直性の高い人件費の付加価値に占める比

率が高い構造にあることなどから，バブル期に

積み上がった負債や人件費が大企業よりも大き

かったことが指摘できよう。こうしたことは，

９０年代後半に中小企業の倒産件数が増加してい

ることにも影響しているものと思われる。

以上より，中小企業の付加価値構成比は業種

別に見れば激しい変化を起こしており，産業全

体の付加価値構成比変化にも多大な影響を及ぼ

していることが示唆された。そこで，続いては，

産業別規模別の構造変化のうちどの程度が中小

企業によってもたらされてきたのかを探るべく，

産業構造変化，規模の変化などの概観

－１８－
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業種別規模別毎に算出した付加価値構成比変化

における中小企業の寄与率を以下のように求め

た。!
i
!Si 中小!／!

i

!
j
!Sij!×１００ （２）

但し，Sij＝第 i 産業×j 規模の付加価値構成

比変化幅（５年間隔：％）

（i＝農林水産業，鉱業…，サービス業の９

業種，j＝大，中堅，中小の３規模）

この手法により求めた中小企業の寄与率の推

移を見てみると，６０年代前半に７０％弱であった

寄与率は７０年代前半には５０％程度まで低下した

が，その後上昇傾向にあることがわかる（図１０）。

特に，９０年代以降の中小企業が付加価値構成比

変化に及ぼす影響は７５％を超えており，バブル

崩壊以降は産業別規模別の付加価値構成比変化

における実に４分の３が中小企業によってもた

らされたことになる。ここで，業種別規模別の

付加価値構成比変化において中小企業の寄与率

が高まるメカニズムを考えてみると，単純に規

模構造の変化だけを考えれば，中小企業全体の

付加価値構成比の変化幅と大中堅企業全体の変

化幅の絶対値は一致するため，中小企業全体の

寄与率は常に５０％となる。したがって，業種別

規模別の付加価値構成比変化を考えた場合，中

小企業の寄与率が５０％を上回るには，大中堅企

業の業種別付加価値構成比変化幅よりも，中小

企業の業種別付加価値構成比変化幅が大きいこ

とが必要となる。

そこで，これを踏まえて６０年代後半以降に中

小企業が寄与率を低下させた要因を考えてみる

と，この時期の産業別規模別の付加価値構成比

変化は主に大企業製造業の付加価値構成比縮小

によってもたらされた一方で，中小製造業は二

重構造の解消や下請分業構造の進展により構成

比の低下を最小限にとどめた。このため，大企

業における製造業の構成比縮小を主因とする業

種別付加価値構成比の変化幅と，中小企業にお

ける非製造業の構成比拡大を主因とする業種別

付加価値構成比の変化幅が同程度であったこと

が指摘できる。また，７０年代後半以降に中小企

業が寄与率を上昇させた要因としては，大企業

では製造業の構成比低下幅が縮小することによ

り，業種別付加価値構成比の変化幅が縮小する

一方で，中小企業では，サービス業が構成比を

拡大させる裏で製造業や流通業等が構成比を大

きく低下させたため，業種別付加価値構成比の

図９ 大企業の付加価値構成比変化幅における業種別寄与度分解

（資料） 財務省「法人企業統計」

産業構造変化，規模の変化などの概観
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変化幅が拡大したことが指摘できよう。この背

景としては，経営環境の変化により大企業のし

わ寄せを受けたことや，バブル崩壊以降の景気

低迷を受けて，バランスシートに構造上の問題

が特に大きい中小の流通業や建設業の経営環境

が悪化したことが挙げられよう。不良債権や過

剰債務問題による企業のバランスシート調整は

まだ道半ばであること等を勘案すれば，今後も，

中小企業を中心とした流通業や建設業の付加価

値構成比縮小は避けられない可能性が高いもの

と思われる。

Ⅲ－２．中小企業が製造業の産業別規模別の構

造変化に及ぼした影響

次に，戦後の産業構造の変化に最も大きな影

響を及ぼした製造業の規模構造変化について概

観していきたい。こちらも，法人企業統計の規

模別付加価値額の構成比をもとに規模構造の変

化を概観した。これによれば，製造業も大企業

が４０％強，中堅企業が１５％弱，中小企業が４０％

強と構成比は安定して推移していることが分か

る。特に中小企業の構成比は趨勢的に低下傾向

にあるものの，依然４０％を上回っており，製造

業全体にとっても中小企業の活動が重要である

ことが窺える。しかし，中小製造業の構成比を

業種別に見ると，水準も変化もまちまちである

ことが分かる。特に中小企業の付加価値構成比

が高い業種としては，食料，繊維，紙パルプ，

窯業土石等の軽工業に加えて，金属製品や一般

機械等の下請企業が多い産業が挙げられる（図

１１）。

次に，全産業と同様に中小企業の構成比変化

を業種別に寄与度分解して，中小企業の付加価

値構成比変化がどういった業種によりもたらさ

れたのかを確認した。尚，全産業では５年毎に

計測したが，製造業では１３業種もあり特徴がつ

かみ難いことから１０年毎の計測とした（図１２）。

これによれば，まず６０年代の構成比低下は，主

に食料品や繊維といった軽工業によりもたらさ

れたことがわかる。この時期の軽工業はアジア

諸国等の追い上げを受けたことが指摘されてい

るが，国内の軽工業は中小企業の比率が高いこ

とから，中小企業の付加価値構成比低下に影響

したようだ。ちなみに，６０年代の中小企業と大

図１０ 産業別規模別の付加価値構成比変化における中小企業の寄与度

（資料） 財務省「法人企業統計」

産業構造変化，規模の変化などの概観
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企業における付加価値構成比変化の業種別寄与

度を比較してみると，中小企業では金属製品と

いった比較的加工度の低い加工型産業が構成比

拡大に最も貢献しているのに対し，大企業では

一般機械や電気機械，輸送機械といった比較的

加工度の高い加工型業種が貢献していることが

わかる（図１３）。この背景としては，この時代

の金属製品は一般機械のような大企業加工業種

の下請企業の役割を担っていたことが挙げられ

る。したがって，こうした規模の違いで付加価

値構成比の拡大に貢献する業種が異なることは，

大企業と中小企業の棲み分けを示しており，下

請分業構造がより明確に現われていることを反

映した動きであるものと思われる。

７０年代は唯一，中小企業の付加価値構成比が

拡大した年代である。この背景としては，下請

分業構造の進展が構成比拡大に大きく影響を及

ぼしたものと思われる。尚，業種で見れば，繊

維や鉄鋼等のオイルショックの影響を比較的大

きく受けた業種以外は軒並み構成比上昇に寄与

している。このため，下請分業構造は製造業の

多くの業種で進展したようだ。また，８０年代以

降は，電気機械や食料品など一部の業種を除い

た殆どの業種で一貫して中小企業の付加価値構

成比を縮小させる要因として働いている。この

背景としては，大企業の下請企業選別の動きや

海外生産の進展等，大企業による効率化の動き

などのしわ寄せを受けていることが指摘できよ

う。

以上の通り，製造業においても中小企業内で

激しく産業構造変化が起こっていることが判明

した。そこで，製造業においても全産業と同様

に（２）式（但し，i＝食料品，繊維，化学，非鉄

金属，鉄鋼，金属製品，一般機械，電気機械，

紙・パルプ，窯業・土石，輸送機械，船舶，そ

の他製造業の１３業種）を用いて，規模別業種別

の付加価値構成比変化における中小企業の寄与

率の推移を眺めてみた（図１４）。すると，全産

業においては年代によって大きく変化していた

付加価値構成比が，製造業では８０年代の３６％を

図１１ 業種別における中小企業の付加価値構成比の推移（製造業）

（資料） 財務省「法人企業統計」

産業構造変化，規模の変化などの概観
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図１２ 中小企業の付加価値構成比変化における業種別寄与度分解（製造業）

（資料） 財務省「法人企業統計」

図１３ 大企業の付加価値構成比変化における業種別寄与度分解（製造業）

（資料） 財務省「法人企業統計」

産業構造変化，規模の変化などの概観

－２２－



0

10

20

30

40

50

60

60年度－70年度� 70年度－80年度� 80年度－90年度� 90年度－00年度�

（％）�

除いて５０％前後と比較的安定していることがわ

かる。こうしたことから，８０年代を除けば，製

造業における大企業の業種別付加価値構成比変

化幅と中小企業のそれとは同程度であったこと

が想定されよう。ちなみに，８０年代に中小企業

の寄与度が小さかったのは，この時期は殆どの

業種が競争力の低下により構成比を落とす中で，

電気機械や輸送機械といった大企業の比率の高

い特定業種が高付加価値化の進展等により構成

比を拡大させたため，大企業の業種別付加価値

構成比変化幅が中小企業よりも大きくなったこ

とが想定される。

尚，中小企業が規模別産業別の付加価値構成

比変化に及ぼす影響が，製造業では安定してい

る一方で，全産業では安定成長期以降大きくな

っていることからすれば，安定成長期以降の産

業別規模別付加価値構成比変化は，特に中小非

製造業の変化に大きな影響を受けていることが

想定されよう。

Ⅳ．産業構造や規模構造の変化をもたらした要因

Ⅳ－１．成長会計による付加価値成長率の寄与

度分解

これまでは，付加価値構成比の変化をもとに

産業構造や規模構造の変化について概観してき

た。ここで，付加価値構成比の変化が起こるメ

カニズムを考えてみると，ある産業もしくはあ

る企業規模における付加価値の伸び率が，全体

の付加価値の伸び率より高ければ構成比は拡大

するし，逆に低ければ構成比は縮小することと

なる。すなわち，付加価値構成比の変化は各産

業及び企業規模の付加価値成長率が全体の付加

価値成長率から乖離することにより起こる。

図１４ 産業別規模別の付加価値構成比変化における中小企業の寄与度（製造業）

（資料） 財務省「法人企業統計」

産業構造変化，規模の変化などの概観
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一方，付加価値成長率を成長会計６）という概

念で供給側から見ると，付加価値成長率は資本

投入と労働投入と全要素生産性に要因分解する

ことができる（尚，法人企業統計では名目値で

あるため，さらに価格の伸び率も付加価値成長

率の構成要素に加わる）。そこで本節では，各

産業や各規模の付加価値成長率を成長会計で要

因分解することにより，各年代の産業構造や規

模構造の変化がどういった要因によってもたら

されたのかを分析する。尚，成長会計による要

因分解の方法としては，全要素生産性の伸び（以

下，TFP）を以下の通り残差から算出し，付加

価値成長率を寄与度分解した。

dA／A＝dY ／Y－（１－!）dK ／K－!dL／L （３）

但し，

dA／A：TFP（全要素生産性の伸び）

Y：付加価値額（SNA統計の産業別デフレ

ーターで実質化）

K：有形固定資産（除く建設仮勘定，SNA

統計の設備投資デフレーターで実質化７））

L：従業員数＋役員数（以下，総従業員数）!：労働分配率（＝人件費／付加価値額）
上記の手法で，年代毎に産業別及び規模別の

付加価値成長率を寄与度分解すると，年代によ

り異なった特徴が浮かび上がってくる（図１５）。

まず６０年代の特徴としては，TFPと資本投入の

寄与が大きいことが挙げられる。これは，高度

成長期と呼ばれるこの時期の付加価値成長が旺

盛な資本投入に加えて，対外キャッチアップに

伴う高い技術進歩率によりもたらされたことを

示している。また，規模別の特徴としては，大

企業は資本投入の寄与がより大きいのに対し，

中堅・中小企業では TFPの寄与がより大きい

ことが挙げられる。これは，大企業は構造的に

資本装備率（＝有形固定資産／総従業員数）が

高いことに加えて，この時期の中小企業は二重

構造の解消の過程にあったことから，大企業へ

のキャッチアップ（以下，規模間キャッチアッ

プ）による技術進歩率の要因が成長率を高めた

ものと判断できよう。

７０年代の特徴としては，価格上昇の寄与が最

も大きいことである。これは，オイルショック

により全般的に価格が急騰したことが大きく影

響していることが考えられる。ただし，価格要

因を除いた実質ベースで見れば，やはりこの時

期も依然として対外キャッチアップの過程にあ

ったことから，TFPの寄与度が大きいことが特

徴として挙げられる。また，この時期も資本投

入は成長に大きく寄与したが，高度成長期真っ

只中であった６０年代と比較すれば，寄与率の鈍

化が見て取れる。このように価格の影響を除け

ば，６０，７０年代とも付加価値成長は主に TFP

と資本投入といった２大要因でもたらされてき

た。

しかし，こうした動きは，オイルショックを

経て成長が屈折した８０年代に大きく変わった。

資本投入は引き続き成長の牽引役となったもの

の，TFP要因が大きく伸びを鈍化させたのであ

６）生産関数について以下のような関数形を想定する（コブ・ダグラス型生産関数）。
Y＝A K１－!L!
（Y : GDP，A：全要素生産性，K：資本投入量，L：労働投入量，!：労働分配率）
両辺の対数をとって微分すると
dY ／Y＝dA／A＋（１－!）dK ／K+!dL／L
成長率は，以上のような方法で労働投入量・資本投入量・生産性のそれぞれの変化に分解できる。これを，
成長の源泉を説明するものという意味で成長会計という。

７）t 年度の名目有形固定資産額と民間設備投資デフレーターをそれぞれ k（t），d（t）とすると，t 年度の実質有
形固定資産 K（t）は，
K（t）＝k（６０）／d（～６０）＋（k（６１）－k（６０））／d（６１）＋（k（６２）－k（６１））／d（６２）＋…＋（k（t）－k（t－１））／d（t）
となる。尚，d（～６０）は，７０年の国富調査における資本ストックの経過年数比率を用いて，５５年～６０年まで
の設備投資デフレーターを加重平均したもの。

産業構造変化，規模の変化などの概観
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図１５ 成長会計による付加価値成長率の寄与度分解（規模別）

（資料） 財務省「法人企業統計」，内閣府「国民経済計算」
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る。特に大企業においては，TFPの寄与度が労

働投入の寄与度を下回っている。この理由とし

ては，８０年代の安定成長期には我が国経済の成

熟化が進んだため，対外キャッチアップの余地

が狭まったことが指摘できよう。このため，大

企業を中心にこの時期の付加価値成長は資本投

入や労働投入といった生産要素の伸びを中心に

もたらされたと考えられる。尚，この年代も全

体の TFP寄与率は低下したものの，規模別で

比較すれば，大企業に比べて中堅・中小企業の

TFP寄与率が依然として大きい。こうしたこと

から，安定成長期においても，中堅・中小企業

においては大企業に対する後発企業の利益（規

模間キャッチアップ）が存在したことが窺えよ

う。

こうした付加価値生産の要因分解の様相は，

バブル崩壊後の９０年代に更に大きく変化した。

この時期の付加価値は再び成長が屈折して，そ

れまで牽引役となっていた資本投入や TFPの

寄与度が大幅に縮小したことから，結果的に労

働投入の寄与率が高まった８）。特に業種別で見

れば，サービス業を筆頭に建設業や流通業とい

った非製造業で労働投入が伸びたことが大きく

影響しているようだ（図１６）。この背景として

は，９０年代は円高の進展等により製造業でグロ

ーバルな競争激化が進む中で，サービス経済化

の進展や度重なる経済対策等を背景に上記のよ

うな非製造業が雇用吸収の役割を果たしたこと

が指摘できる。一方，こうした牽引役のシフト

の裏で，９０年代は TFPと価格要因がマイナス

寄与となった。そこで，この原因を探るべく，

まず価格要因について業種別に特徴を見てみた。

すると，主に製造業，流通業，運輸・通信業を

中心に価格がマイナス要因として働いているこ

とがわかる。一般的に９０年代に価格下落をもた

らした要因としては，供給側では，①技術進歩

・生産性上昇，②規制緩和・新規参入増，③輸

入増加等，需要側では，④家計の将来不安等に

伴う消費抑制，⑤企業のリストラ圧力に伴う設

備投資抑制等が指摘されている。こうした業種

の価格下落の要因を上記の業種毎にあてはめれ

ば，製造業については，電気機械や化学等の比

較優位とされる産業では①，繊維や金属等の比

較劣位とされる産業では③，運輸・通信業では

②，といった供給側の要因が想定される。一方，

流通業では，大店立地法の改正や流通の合理化

といった供給側の要因に加えて，④，⑤といっ

た需要側の要因も影響しているものと思われる。

すなわち，この時期の価格下落は，業種によっ

て異なる複数の要因によってもたらされたよう

だ。

続いて，TFPのマイナス寄与はどのように説

明できるのだろうか。既に述べた通り，TFPは

実質付加価値上昇率から資本・労働投入の成長

率を除した残差である。したがって，TFPがマ

イナス寄与ということは，供給面から言えば資

本や労働といった生産要素が効率的に使われて

いない状況であることが想定される。そこで，

この要因を探るべく業種別に TFPの状況を見

てみた。すると，製造業等では TFP要因がプ

ラス寄与となっている一方で，その他の殆どの

非製造業では TFP要因が軒並みマイナス寄与

となっていることが確認される。この背景とし

ては，常にグローバルな競争にさらされている

製造業に対し，非製造業はグローバルな競争に

さらされていないことに加え，不良債権問題や

依然として残る公的規制等の構造問題の影響が

大きいこと等から，生産性の低い産業に労働や

資本といった経営資源が固定され，市場原理に

基づいた資源配分がなされなかったことが指摘

されている。また，付加価値の低成長が TFP

の足を引っ張ったという逆の因果関係も考えら

れる。というのも，不況期においては，設備稼

働率の低下や企業内失業という形で過剰設備や

雇用が発生する一方で，計測される資本や労働

の投入が減らないので，残差としての TFPの

８）８０年代後半から労働時間は週休２日制の進展などにより短縮傾向にあるため，労働時間も考慮した厳密な
労働投入寄与より過大推計されており，その分残差である TFPが実際より過少推計されている可能性が高い。
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図１６ 成長会計による付加価値成長率の寄与度分解（業種別）

（資料） 財務省「法人企業統計」，内閣府「国民経済計算」
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伸びは減少する傾向がある。通常であれば，こ

のような TFPの乖離は景気サイクルで均され

てしまい，中期的な TFPの伸びには影響を与

えないが，９０年代のように長期に景気低迷が続

く場合には，計測される TFPの伸びが趨勢的

に押し下げられている可能性が高い。ただ，後

者の問題である長期の景気低迷もその原因を溯

れば，前者の構造問題にたどり着くため，結局

は非製造業の非効率的な資源配分が TFP低下

の根源と言えよう。また，更に付け加えれば，

非製造業の TFP低下は非製造業が提供する

諸々のサービス価格上昇を招くことから，非製

造業のサービスを利用する製造業の TFPの足

を引っ張っている可能性も指摘できる。

以上の通り，法人企業統計からは，戦後の日

本企業は成長会計における各要因が主役を交替

しながら成長してきたことに加え，現在日本が

抱える産業構造問題をも如実に垣間見ることが

できると言えよう。

Ⅳ－２．成長会計における各成長要因が産業構

造変化に及ぼした影響

続いては，それぞれの成長要因が各年代の産

業構造変化にどのように影響してきたのかを見

ていきたい。そこで，各年代における各産業の

付加価値構成比変化と付加価値構成比変化にお

けるそれぞれの成長要因寄与度との相関関係を

確認した。具体的には，以下のように求めた Sj

と Sj×Cij（但し，i＝資本，労働，TFP，価格

の３要因，j＝農林水産業，鉱業，…サービス

業の９業種）の相関をそれぞれ第 i 成長要因毎

に計測した。

Sj：第 j 産業の付加価値構成比変化幅

Cij：第 j 産業成長率の全産業成長率からの

乖離における第 i 要因の寄与率

＝∆Gij／
!

i
∆Gij×!Sj! （４）

但し，

∆Gij：第 j 産業第 i 要因寄与度の全産業第 i

要因寄与度からの乖離

＝Gij－Gi （５）

Gi：全産業付加価値成長率における第 i 要

因の寄与度

Gij：第 j 産業付加価値成長率における第 i

要因の寄与度

まず，年代を通じた特徴としては，資本投入，

労働投入は，全産業，製造業とも正の相関が確

認できる（表１）。特に全産業の労働投入の相

関係数は，全年代で０．９以上と高水準を保って

いる。この背景としては，付加価値額に占める

人件費の比率が高いために，結果的に相関係数

が高水準となっていることが指摘できよう。一

方，資本投入については，全般的に労働投入よ

り相関係数は低い結果となった。特に低さが目

立つのは，６０年代，７０年代の製造業，９０年代の

全産業である。６０年代については TFPの相関

が高いことから，資本投入よりも対外キャッチ

アップに伴う技術進歩率が成長率に及ぼす影響

が大きかったためと思われる。７０年代の製造業

については，オイルショックにより資本投入の

比較的大きい重工業素材型が大きな被害を受け

たことが資本投入と成長率の低相関をもたらし

たものと思われる。また，９０年代の全産業につ

いては，バブル崩壊で景気が低迷したことから，

多くの産業で資本ストックの過剰感が出現した

ため，資本投入と成長率の相関が低まったもの

と考えられる。

このように，資本投入や労働投入といった生

産要素については，全年代を通じて付加価値構

成比変化と正の相関が確認された。しかし，TFP

や価格といったいわゆる生産性要因については

異なる結果が得られた。というのも，TFPにつ

いては，全産業では対外キャッチアップ過程に

あった６０，７０年代には正の相関が確認できたも

のの，８０年代以降は負の相関が確認された。ま

た，製造業では７０年代を除けば明確な正の相関

が確認された。一方，価格については，全産業

では全年代を通じて明確な正の相関が見られた

のに対し，製造業についてはこれとは逆に全年

代を通じて負の相関が確認された。この理由と

産業構造変化，規模の変化などの概観
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しては，全産業と製造業の付加価値構成比変化

には逆のメカニズムが働いていることが挙げら

れよう。というのも，製造業は貿易財産業であ

りグローバルな競争にさらされているため，世

界的な価格競争や技術競争に勝ちぬいていける

生産性の高い業種の構成比が拡大し，そうでな

い産業の構成比が縮小するという，いわゆる比

較優位の原則が産業構造変化を決定する大きな

要素となっていることが指摘できる。一方，非

製造業は基本的に非貿易財産業であり，価格が

上昇しても輸入に代替されることがなく価格弾

力性が低い。加えてサービス経済化という支出

構造の変化もあることから，貿易財産業も含め

た形で構成比変化を見るとむしろ生産性の低い

非製造業の構成比が拡大しやすいという，いわ

ゆるボーモルの命題９）が産業構造変化を決定す

る大きな要素となっていることが指摘できる。

こうした背景を念頭に置けば，価格と TFPの

付加価値構成比変化に対する相関の違いも説明

可能である。すなわち，製造業においては，年

代を通じて価格が負の相関を示す一方で，７０年

代を除いて TFPが正の相関を示していること

は，生産性が高く価格低下率が高い産業ほど構

成比を拡大させることを意味しており，これは

紛れもなく比較優位の原理のメカニズムが働い

ていることになる。尚，７０年代についてはオイ

ルショックにより製造業が大きなダメージを受

けたため，この法則が一時的に崩れたものと思

われる。また，全産業については，年代を通じ

て価格が正の相関を示している一方で，８０年代

以降の TFPが負の相関を示していることは，

価格弾力性が低く生産性の低い非貿易財産業ほ

ど構成比を拡大させていることを意味しており，

これも紛れもなくボーモルの命題のメカニズム

が働いていることを意味している。特に我が国

は参入規制や公共投資の影響が他国に比べて大

きいことから，価格弾力性の低さに起因するボ

ーモルの命題のメカニズムが強く働いているも

のと思われる。尚，６０，７０年代における TFP

の正の相関については，高度成長期で対外キャ

ッチアップの余地が大きかったことが影響して

いるものと思われる。

９）ボーモル［１９８９］が産業構造変化の決定要因についてこの効果を強調したためこのように呼ばれる。ボー
モルは，コンピューターのソフト開発なども含めて，先進工業国経済のサービス経済化の原因は，サービス
分野の生産性上昇率の低さにあると指摘した。

表１ 付加価値構成比変化に対する各成長要因の相関係数
①全産業

６０－７０年度 ７０－８０年度 ８０－９０年度 ９０－００年度

資 本
労 働
価 格
T F P

０．０１
０．９３
０．８０
０．８３

０．９８
０．９９
０．７１
０．２０

０．８７
０．９２
０．８３
－０．６７

０．４０
０．９５
０．６２
－０．３８

②製造業

６０－７０年度 ７０－８０年度 ８０－９０年度 ９０－００年度

資 本
労 働
価 格
T F P

０．４３
０．９０
－０．１６
０．８３

０．２９
０．５０
－０．１５
－０．０４

０．５９
０．９３
－０．３８
０．５７

０．７３
０．７９
－０．３１
０．４８

（資料） 財務省「法人企業統計」，内閣府「国民経済計算」
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このように，法人企業統計から見た戦後の産

業構造変化は，資本投入や労働投入といった生

産要素要因に加えて，TFPや価格といった生産

性要因によっても大きく影響を受けていること

が分かった。そこで続いては，各年代の付加価

値構成比変化におけるそれぞれの成長要因の寄

与率について定量的に計測してみた。計測手順

としては以下の通りである。

付加価値構成比変化における第 j 要因の寄与

率（％）

＝
!

i
!Si×Cij!／!

i

!
j
!Si×Cij!×１００ （６）

（i＝農林水産業，鉱業，…サービス業の９業

種 j＝資本，労働，TFP，価格の４要因）

但し，

Si：第 i 産業の構成比変化幅

Cij：第 i 産業成長率の全産業成長率から

の乖離における第 j 要因の寄与率

まず，全産業についてみてみると，６０年代，

７０年代は価格，TFPといった生産性要因の寄与

度が７０％近くを占めていることがわかる（図１７）。

これは，やはり技術進歩率など対外キャッチア

ップの余地が大きかったことが大きく影響して

いるものと思われる。尚，７０年代の価格の高い

寄与率については，オイルショックによるスタ

グフレーションの影響も大きいものと思われる。

こうした生産性要因の寄与は，８０年代には経済

の成熟化に伴い寄与率を縮小させたが，それで

も５０％を超えていた。そして，９０年代になると

生産性要因は６０％程度と拡大に転じている。

こうした産業構造変化における生産性要因の

寄与率は，比較優位の原理が働く製造業で見て

みると更に拡大する（（６）式を用いて i＝食料品，

繊維，…その他製造業の１３業種で算出）。製造

業については６０年代から８０年代まで一貫して生

産性要因の寄与率が７０％超で推移した後，９０年

代に至っては付加価値構成比変化の８５％程度を

生産性要因で説明している（図１８）。この背景

としては，バブル崩壊後の国内の景気低迷や東

アジアの追い上げなどによる競争力の低下等に

より，過剰な経営資源を抱えて多くの産業が結

果的に大きく TFPを低下させる一方で，IT関

連等のごく一部の高付加価値産業が TFPを拡

大させて，結果として産業の生産性格差が拡大

図１７ 付加価値構成比変化における各成長要因の寄与率（全産業）

（資料） 財務省「法人企業統計」
（注） 本来 TFPは技術革新を示し，付加価値成長率にプラスに寄与する性質のものである

が，９０年代の TFPは，低迷する付加価値成長率から，資本と労働の成長率を分配率で
加重平均した寄与度を除いた残差として算出されたため，マイナスの寄与となっている。
このため，図１７における，９０年代の TFP寄与率の拡大は，本来の技術革新の要因によ
るものではなく，付加価値成長率の低迷によりもたらされたものと解釈する必要がある。
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している可能性が考えられる。実際，労働生産

性（＝付加価値額／GDPデフレーター／総従

業員数）の産業間の変動係数（＝産業間の標準

偏差／産業平均）を確認すると，全産業では６０

年度以降趨勢的に上昇トレンドが見られ，戦後

の日本における産業間の労働生産性格差が趨勢

的に拡大傾向にあることを示している（図１９）。

これは，非貿易財部門の生産性が極端に低いこ

とが大きく影響しているものと思われる。この

理由としては，国内の非貿易財産業は，様々な

参入規制で十分な競争が行われてこなかったこ

とや，不況の深刻化に伴う公共投資の実行等に

より価格弾力性が低下し，結果的に成長の期待

できない企業に従業員が固定化されてしまって

いること等が指摘できよう。一方，製造業にお

いては，８５年度まで労働生産性格差が縮小傾向

にあったが，それ以降は拡大傾向にある。この

背景としては，まず８０年代前半頃までは，製造

業の従業員が増加基調にあったことに加えて，

製造業内の産業構造変化では比較優位の原理が

働いていたことから，従業員の増加分がうまく

比較優位産業に吸収されていったため，労働生

産性の格差が縮小傾向にあったものと思われる。

また，８０年代後半以降の労働生産性格差の拡大

については，プラザ合意以降の急激な円高等で

多くの製造業が国際競争力を低下させる中で，

電気機械等の特定業種が高付加価値化等により

突出して国際競争力を高めたことが一つの理由

図１８ 付加価値構成比変化における各成長要因の寄与率（製造業）

（資料） 財務省「法人企業統計」，内閣府「国民経済計算」

図１９ 産業別労働生産性の変動係数

（資料） 財務省「法人企業統計」，内閣府「国民経済計算」
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として挙げられよう。また，雇用面から見ても，

８０年代後半以降の製造業の従業員数は頭打ちか

ら低下傾向にあったことに加え，我が国の雇用

の流動化が起こり難い雇用慣行も手伝って，比

較劣位産業から比較優位産業への雇用のシフト

が円滑に進まなかったことも，労働生産性格差

の拡大に影響しているものと思われる。

こうした産業間の実力が大きく異なる産業構

造がもたらす弊害としては，生産性の高い特定

の製造業に引きずられる形で円高圧力が継続す

ることが考えられる。そうすると，比較劣位産

業は厳しい産業調整圧力にさらされることにな

ろう。また，このような産業間の生産性格差が

拡大する産業構造の下においては，非貿易財に

おける内外価格差が拡大する可能性が高く，国

内経済の高コスト化をもたらすことになろう。

このようにみると，これまで比較優位産業が，

比較劣位産業や非貿易財との生産性の格差を広

げつつ日本経済を力強くけん引することで対外

キャッチアップを実現してきた裏で，生産性格

差が拡大する産業構造が，円高や内外価格差問

題の一因となった可能性があると見ることがで

きる。このような状況の下では，新規産業の台

頭は極めて難しくなってくるほか，現在話題と

なっている産業の空洞化が加速することが懸念

される。このため，こうした産業構造が，これ

までの日本経済を低迷させてきた一因となって

いる可能性が高い。

Ⅳ－３．成長会計における各成長要因が規模構

造の変化に及ぼした影響

続いて，規模の構造変化についても産業構造

の変化と同様に（６）式を用いて各成長要因が及ぼ

した寄与率を見てみた（但し，i＝大，中堅，

中小の３規模）。尚，価格については規模別の

データが取れないため，ここでは価格の伸びは

企業規模間に格差がないと仮定した上で寄与率

を計測した（図２０）。これによれば，６０年代，

７０年代は TFPが規模構造変化に及ぼす影響が

最大であったのに対し，８０年代は資本投入，９０

年代は労働投入といったように生産要素要因が

及ぼす影響が大きくなっていることがわかる

（図２０）。この動きは，６０，７０年代は中小企業が

構成比を拡大させた一方で，８０年代以降は逆に

構成比を縮小させたことと関係があるものと思

われる。というのも，６０，７０年代といえば，中

小企業が二重構造の解消や下請分業構造の進展

等により規模間キャッチアップをしたため，技

術革新などの TFPの要因が大きく影響したも

のと思われる。一方，８０年代以降はこうした中

小企業の規模間キャッチアップの余地が狭まる

一方で，大企業のリストラのしわ寄せを受ける

等して，中小企業が構成比縮小に追いやられた

ことから，TFPの寄与率が急激に縮小し，資本

投入や労働投入といった生産要素要因の寄与率

が高まったものと思われる。

図２０ 規模の付加価値構成比変化における各成長要因の寄与率

（資料） 財務省「法人企業統計」，内閣府「国民経済計算」
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Ⅴ．おわりに

６０年度以降の産業構造や規模構造の変化につ

いて付加価値構成比の変化から振り返りを行う

とともに，主にどのような要因によって構造変

化がもたらされたのかについて簡単な分析を行

ってきた。そこから得られた結論をまとめると

以下のようになる。

（１） 法人企業統計では，個人企業の比率が高い

第一次産業の大部分が含まれないため，SNA

統計のような高度成長期における第一次産業

から第二次産業へのシフトが確認できず，一

貫して第二次産業の縮小と第三次産業の拡大

といった産業構造変化が見られた。

（２） 産業構造の変化幅が最大であったのは，第

一次オイルショックのあった７０年代前半，次

に変化幅が大きかったのはプラザ合意以降の

８０年代後半であった。産業構造の変化が大き

かった年代はいずれも大きな外的ショックを

経験しており，貿易財産業である製造業が著

しく構成比を低下させるといった特徴が見ら

れた。

（３） 中小企業の付加価値構成比は，６０年代前半

に二重構造の影響等から縮小した後，７０年代

前半までは二重構造の解消や下請分業構造の

発展等から拡大したものと解釈することがで

きる。しかし，７０年代後半以降は，大企業の

効率化のしわ寄せを受ける等して厳しい経営

環境に陥ったことから付加価値構成比は縮小

傾向に転じ，９０年代以降はバブル崩壊による

負の遺産の影響を大きく受ける形で，建設業

や流通業を中心に付加価値構成比の縮小傾向

に拍車がかかったものと解釈できる。

（４） 産業別規模別の付加価値構成比変化におい

て中小企業が及ぼした影響は，中小企業の付

加価値構成比が縮小傾向に転じた７０年代後半

以降拡大傾向にあることが分かった。特に９０

年代以降における産業構造変化のうち４分の

３以上が，非製造業を主因とした中小企業の

産業間における付加価値構成比変化により起

こされたと解釈できる。

（５） 成長会計の各成長要因と付加価値構成比変

化との相関関係によれば，貿易財産業である

製造業の構成比変化では，生産性の高い産業

が拡大する比較優位の原則が働いている一方

で，非貿易財産業である非製造業の構成比変

化では，低い価格弾力性や支出構造の変化，

参入規制等により生産性の低い産業が拡大す

るボーモルの命題が働いていることが示唆さ

れる。

（６） 成長会計の各成長要因が付加価値構成比変

化に及ぼした影響を見ると，６０，７０年代は，

先進国への対外キャッチアップの余地が大き

かったことから，TFPや価格といった生産要

素以外の影響が大きかった。８０年代は，経済

が成熟期を迎えたため，資本や労働投入とい

った生産要素の影響が大きかった。９０年代に

なると，長期の景気低迷や IT化の進展等に

より産業間の好不況が明確化したため，TFP

や価格といった生産要素以外の影響が大きく

なったことがわかった。

（７） 労働生産性の産業間のばらつきは，８５年度

以降は全産業，製造業とも趨勢的に拡大傾向

にある。この背景としては，比較優位産業が

日本経済を力強くけん引することで対外キャ

ッチアップを実現してきた裏で，比較劣位産

業は厳しい産業調整圧力にさらされ，非貿易
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－３３－



財産業は様々な参入規制等により十分な競争

が行われなかったことが指摘できる。こうし

た労働生産性格差の拡大は，円高や内外価格

差問題の一因になったことが示唆される。

（８） 規模の構造変化は，二重構造の解消や下請

分業構造の進展で中小企業の付加価値構成比

が拡大傾向にあった６０，７０年代は大企業への

規模間キャッチアップによる TFPの影響が

最も大きく，中小企業の付加価値構成比が経

営環境の激化等により縮小傾向に転じた８０年

代以降は資本や労働といった生産要素要因の

影響が大きいことが分かった。

本稿におけるいくつかの分析によって，法人

企業の産業構造変化，規模の変化などの特徴が

浮き彫りになった。とりわけ，生産性の面では，

我が国の産業構造が変化する中で，その時代の

比較優位産業が高い生産性を武器に競争力を高

めつつ日本経済をけん引する一方で，生産性の

低い比較劣位産業との格差がますます広がって

いったことが明らかとなった。このため，相対

的に実力のある産業と相対的に実力のない産業

の生産性の格差が拡大していることや，日本の

非貿易財の生産性が総じていえば低くなってい

ること等から，非貿易財部門での内外価格差が

拡大している可能性が示唆された。更に，９０年

代に入って労働生産性が低迷している背景には，

日本経済が低迷する中で，効率的に労働力が使

われておらず，労働過剰が発生している産業が

多いという我が国産業構造の問題点も明らかと

なった。

現在，小泉内閣が推し進めようとする構造改

革の主眼はこうした産業構造の問題であり，生

産性の低い産業や企業から新たに付加価値の創

出を見込める産業や企業へ労働力や資本を移す

ことで産業構造を変え，日本経済全体の生産性

を高めることにある。しかし，本稿の分析によ

れば，９０年代後半の産業構造変化は，むしろこ

れまで雇用吸収力が高いとされてきた中小の流

通業や建設業における付加価値の縮小が主因と

なっている。こうした状況は，建設業や流通業

を中心とした倒産件数が増加し，これらの業種

の就業者数が減少基調で推移している一方で，

開業が廃業を下回る状況が依然として続いてい

ることからも窺えよう。すなわち，既存の産業

や企業だけでは，潜在需要の掘り起こしや再雇

用の受け皿は不十分であり，経済全体の付加価

値を高めるためには，生産性の低い産業や企業

を効率化すると同時に，新しい産業や企業を創

出し，再雇用の受け皿を作ることが不可欠であ

ろう。このため，政府には，短期的な雇用対策

に終始することなく，規制緩和の更なる推進や

市場の活性化によって潜在需要を掘り起こし，

新たな産業や職種の創出に向けた一層の対策が

求められよう。

参 考 文 献

井村喜代子（２０００）『現代日本経済論』有斐閣

小野五郎（１９９６）『産業構造入門』日本経済新

聞社

行政管理庁『日本標準産業分類』

経済企画庁『経済白書』（各年版）

経済企画庁調査局『日本経済の現況』（各年版）

経済産業省『通商白書』（各年版）

小峰隆夫（１９９７）『最新日本経済入門』日本評

論社

財務省『法人企業統計年報』

中小企業庁『中小企業白書』（各年版）

鶴田俊正・伊藤元重（２００１）『日本産業構造論』

NTT出版

内閣府『国民経済計算』

長岡貞男（１９９９）『内外価格差の経済分析』NTT

出版

橋本寿朗・長谷川信・宮島英昭（１９９８）『現代

日本経済』有斐閣アルマ

三橋規宏・内田茂男・池田吉紀（２０００）『ゼミ

ナール日本経済入門』日本経済新聞社

産業構造変化，規模の変化などの概観

－３４－



宮川努，伊藤由樹子，原田信幸（２００１）『産業

別 IT投資と産業間の波及効果』日本経済研

究センター

宮川努，伊藤由樹子，溝口知宏（２００１）『産業

構造の変化と過剰雇用』日本経済研究センタ

ー

Sonobe,Tetsushi and Keijiro Otsuka（２００１）, ”A

new decomposition approach to growth ac-

counting : derivation of the formula and its

application to prewar Japan,” Japan and the-

World Economy１３

産業構造変化，規模の変化などの概観

－３５－


	産業構造変化,規模の変化などの概観
	Ⅰ.はじめに
	Ⅱ.産業構造の変化とその特徴
	Ⅲ.規模構造の変化とその特徴
	Ⅳ.産業構造や規模構造の変化をもたらした要因
	Ⅴ.おわりに


